
沖電気工業株式会社および連結子会社 
連結財務諸表注記 

沖電気工業株式会社（以下、「当社」とする）および国内連結子会社

（以下、海外連結子会社と併せて「沖電気グループ」とする）は、日本の

会計基準に従って会計帳簿を保持し、財務諸表を作成しています。また、

海外連結子会社はその子会社が所在する国において一般的に公正妥

当と認められた会計原則に従って作成した会計帳簿を保持しています。

当社の連結財務諸表は、日本で一般的に公正妥当と認められた会計原

則に準拠して作成しており、この会計原則は国際会計報告基準におけ

る開示要件とは異なる部分があります。また、当社によって日本の財務省

に提出された連結財務諸表をもとに組替、編集されたものです。 

日本の規則に従って、金額は百万円未満を切り捨てて表記しています

ので、当連結財務諸表（日本円表示および米国ドル表示）における数値

の合計値は、個々の数値の合算値と一致しないことがあります。 

また、一部前連結会計年度の金額を当連結会計年度の表示に合わ

せて組替えています。 

当社の連結キャッシュ・フロー計算書は、日本における標準的な様式と

若干異なる様式にて作成されています。当社の連結キャッシュ・フロー計

算書は、米国会計基準に準じた様式にて表示されていますが、キャッシュ・

フロー計算書を作成する上での考え方、および表示の様式は、日本と米

国でほとんど同じです。 

 

（b）連結の基本方針および非連結子会社と関連会社に対する投
資についての会計処理 
添付の連結財務諸表は当社財務諸表および議決権のある株式を過

半数所有することにより、または、その他の手段を通じて実質的に支配し

ている全ての重要な子会社の財務諸表を連結したものです。連結会社

間の重要性のある全ての債権債務勘定および内部取引は連結決算の

過程で相殺消去しています。支配獲得日において取得資産の時価評価

を行った上で、取得した子会社および持分法を適用する関連会社（沖電

気グループが一定の影響力を行使しうる会社）の時価評価後の純資産

の持分相当と取得原価との間に生じた差額に重要性がある場合は、20

年以内の一定期間で定額償却を行うこととしています。 

特定の非連結子会社および重要な関連会社に対する投資については、

持分法が適用されます。その他の非連結子会社および関連会社に対す

る投資は取得価額で評価しますが、投資価値に回復可能性のない下落

が生じているときは減損処理を行っています。 

 

（c） 外貨換算 
（1）海外連結子会社の財務諸表の換算においては、収益および費用

勘定については期中平均為替相場にて円貨換算しており、資本の

部を除いた貸借対照表勘定については決算日の為替相場にて円

貨換算しています。資本の部の勘定はヒストリカルレート（取得時レー

ト、発生時レートの累積レート）により円貨換算しています。 

　二種類の換算レートにより換算することで生じる差額については、

添付の連結財務諸表上、資本の部の「為替換算調整勘定」として

計上されています。 

（2）当社および国内連結子会社においては、外貨建金銭債権債務は、

先物為替予約によりヘッジされる債権債務（契約レートにより換算）

を除いて、決算日の為替相場により円貨換算しています。 

　全ての収益、費用については前月平均レートにて円貨換算してい

ます。 

　為替差損益は発生年度の費用、収益として計上していますが、長

期借入金に対する先物為替予約から生じる為替差損益については、

貸借対照表に繰延計上した上で、それぞれの契約期間にわたって

償却することとしています。 

 

（d）現金同等物 

払込（購入）から満期までの期間が通常3ヶ月以内の流動性の高い短

期投資であって、容易に換金可能であり、満期日までの期間が非常に短

いため金利水準の変動による価値変動のリスクをほとんど負わない投資

を現金同等物としています。 

 

（e）有価証券 
満期保有目的の債券は、満期までの期間にわたって、取得価額を券

面額まで加算もしくは減算していく償却原価法にて評価しています。市

場性のあるその他の有価証券は時価により評価しています。その他の有

価証券の取得価額と期末時価との差額については、税効果考慮後の

純額を資本の部の「その他有価証券評価差額金」として表示しています。

その他の有価証券の売却原価は移動平均法によって計算しています。

時価のないその他の有価証券は移動平均法にもとづく原価法によって

評価しています。 

 

（f）たな卸資産 
たな卸資産は主として以下の方法にもとづく原価法により計上してい

ます。 

　製品―移動平均法 

　仕掛品―個別法 

　原材料および貯蔵品―最終仕入原価法 

 

（g）有形固定資産および減価償却 
有形固定資産については取得価額にて貸借対照表に計上しています。

ただし法人税法の認めるところにより、一定の土地、機械装置の取得価

額を別の資産の売却益相当と相殺の上減額する場合は、減額後の価

額にて計上します。 

有形固定資産の減価償却は各々の資産毎に見積られた耐用年数に

もとづき、主に定率法にて計算しています。しかしながら1998年4月1日以

降に取得された建物（建物付帯設備を除く）は見積耐用年数にもとづき、

定額法にて償却しています。金額的に重要な更新や改良は発生原価を

もって資産計上しています。維持費用、修繕費は発生時の費用としてい

ます。 

 

（h）無形固定資産および償却費 
ソフトウェアを含む無形固定資産は見積耐用年数にもとづき、定額法

にて均等償却しています。 

 

（i）リース取引 
リース資産の所有権が借主に移転することが規定されたリース契約に

よりファイナンス・リースとして処理されるものを除いて、中途解約のでき

ないリース取引は、（そのリース取引がオペレーティング・リースに分類され

るかファイナンス・リースに分類されるかどうかに拘わらず）原則として会

計上賃貸借取引として処理しています。 

 

1. 重要な会計方針 
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（j）退職給付 
当社および国内連結子会社は実質的にその全ての従業員を対象とし

た退職給付制度を採用しています。 

なお、当社および国内連結子会社は、平成17年1月1日に厚生年金基

金の過去分返上の認可を受け、ポイント制退職金制度及びキャッシュ・

バランスプラン型年金制度を導入し、厚生年金基金制度から確定給付

企業年金制度へ移行しています。 

退職給付引当金は従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務

および年金資産の見積額を基礎として計上しています。 

数理計算上の差異および過去勤務債務は、その発生年度の従業員

の平均残存勤務期間内の、それぞれ13～14年および14年で定額法に

より償却しています。数理計算上の差異の償却額は、翌会計年度より費

用または収益として認識しています。 

また、一部の国内連結子会社は役員の退職慰労金の支出に備えて、

内規にもとづく期末要支給額を引当金として計上しています。 

厚生年金基金の代行部分の会計処理方法については注記7の記述

を参照してください。 

 

（k）法人税等 
税効果は資産負債法により認識しています。資産負債法では、繰延税

金資産および繰延税金負債は資産および負債の財務会計上と税務上

の一時差異にもとづき決定し、当該一時差異が解消すると見込まれる時

点での実効税率および法令に準拠して計算しています。 

 

（l）ヘッジ会計 
先物為替予約取引については、未実現損益を資産または負債として

繰延べる繰延ヘッジ会計を採用しています。一定の条件を満たした先物

為替取引については、為替レートの変動から生じるリスクに対してヘッジ

することを目的とした振当処理法を採用しています。必要な条件を満たし

た金利スワップ取引については、スワップ後の金利が、スワップ取引のも

とになった借入金に始めから適用されていたかのように処理する特例的

方法を採用しています。スワップ取引は、変動金利適用の短期借入金、

長期借入金および社債に関して、将来に生じるであろう市場リスクをヘッ

ジするために利用されています。 

沖電気グループは職務権限および取引量を含め、デリバティブ取引の

様々な局面を管理するため、ヘッジ方針を規定しています。この方針にも

とづき、沖電気グループは外国通貨の交換レートと金利の変動より発生

するリスクをヘッジしています。ヘッジ取引の開始から取引有効性の最終

評価までの期間において、沖電気グループは、累計キャッシュ・フローを随

時監視し管理するため、また、いかなる市場の変化にも対応するために、

すべてのヘッジ方針の有効性を検証しています。 

2. 米国ドルによる表示 
日本円の米国ドルへの換算は、2005年3月31日現在の為替相場近似

値（1USドル＝107円）にて、読者の便宜のために、単なる計算として行

われています。この換算は、このレートあるいは他のレートで、換金あるい

は決済される、またはされうるということを意味するものではありません。 

3. 有価証券 
2005年および2004年3月31日現在における時価のある有価証券の内訳は以下のとおりです。 

時価が貸借対照表計上額を超える   

　満期保有目的の有価証券：   

　　　債券（非上場外国債券）   

   

時価が貸借対照表計上額を超えない 

　満期保有目的の有価証券：   

　　　債券（非上場外国債券）   

　　　　　合計 

満期保有目的の有価証券で時価のあるもの 

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

貸借対照表 
計上額 時価 差額 

$ 4,672

—

$ 4,672

$  42

—

$  42

$ 4,715

—

$ 4,715

貸借対照表 
計上額 時価 差額 

¥ 500

630

¥ 1,130

¥   3

—

¥   3

¥ 503

629

¥ 1,133

貸借対照表 
計上額 時価 差額 

¥ 500

—

¥  500

¥   4

—

¥   4

¥ 504

—

¥  504

12 フィナンシャルレポート 2005      Colors of Convergence



その他の有価証券で時価のあるもの 

2005年および2004年3月31日現在におけるその他の有価証券で時価のないものの内訳は以下のとおりです。 

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

取得額？ 
貸借対照表 
計上額 差額 取得額？ 

貸借対照表 
計上額 差額 取得額？ 

貸借対照表 
計上額 差額 

¥   9,958

—

397

10,355

3,477

—

100

3,578

¥ 13,934

¥ 31,410

—

430

31,840

3,127

—

96

3,223

¥ 35,064

¥ 21,451

—

33

21,485

(350)

—

(4)

(355)

¥ 21,130

$   93,068

—

3,713

96,781

32,502

—

943

33,446

$ 130,227

$ 293,551

—

4,027

297,579

29,228

—

898

30,127

$  32,706

$ 200,483 

— 

313 

200,797 

(3,274)

— 

(44)

(3,319)

$ 197,478 

¥ 12,349

—

397

12,746

2,434

101

100

2,637

¥ 15,383

¥ 31,246

—

426

31,673

1,913

100

98

2,111

¥ 33,784

¥ 18,896

—

29

18,926

(521)

(1)

(2)

(525)

¥ 18,400

貸借対照表計上額が取得原価を超える  
　　その他の有価証券：  
　　　株式 
　　　債券  
　　　その他 
　　　　小計 

貸借対照表計上額が取得原価を超えない 
　　その他の有価証券：  
　　　株式  
　　　債券  
　　　その他  
　　　　小計  
　　　　　合計  

その他の投資有価証券   
　　中期国債ファンド   
　　マネーマネージメント・ファンド   
　　非上場株式   
　　投資事業有限責任組合への出資 

2005

千US ドル 

2005 2004

百万円 

$ 935

25,243

109,623

5,395

貸借対照表計上額 

¥ 100

2,701

11,729

577

¥ 100

2,600

10,661

—

2005年および2004年3月31日現在のたな卸資産の内訳は以下のとおりです。     

4. たな卸資産 

製品 
仕掛品 
原材料および貯蔵品 

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

$ 452,380

561,974

380,958

$ 1,395,312

¥ 48,404

60,131

40,762

¥ 149,298

¥ 40,295

61,215

37,466

¥ 138,977

2005年および2004年3月31日現在の非連結子会社、関連会社に対する投資および長期債権の内訳は以下のとおりです。 

5. 非連結子会社および関連会社に対する投資および長期債権 

投資（評価方法別）：  
　持分法  
　原価法  
長期貸付金・保証金等 

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

$ 42,656

39,029

53,772

$ 135,458

¥ 4,564

4,176

5,753

¥ 14,494

¥ 4,407

3,648

2,697

¥ 10,753
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2005年および2004年3月31日現在の短期借入金は以下のとおりです。 

2005年および2004年3月31日現在の長期借入債務の内訳は以下のとおりです。 

2005年3月31日以降に到来する長期借入債務の年度毎の期限償還および返済予定額は以下のとおりです。  

　沖電気グループは各国の多数の金融機関から実質的な資金の調達を行うことが可能です。2005年3月31日現在、沖電気グループにおいて利用可能な

未使用の借入枠の合計は、126,965百万円（1,186,596千USドル）です。 

6. 短期借入金および長期借入債務 

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

¥      —

80,092

¥ 80,092

$        —

748,527

$ 748,527

¥      —

86,658

¥ 86,658

主として銀行からの借入金  
　（平均適用金利2005年年率1.4%　2004年年率1.3%）： 
　　担保付  
　　無担保  

*2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債を2004年11月26日に発行しました。         

この社債の行使期間は、（それ以前に償還、購入、キャンセルされない限りにおいて）2004年12月10日から2008年11月12日までであり、1株あたり504円の

転換価格で全額払込済で追加払込義務のない当社の普通株式を取得する権利を与えるものです。         

**表示の金利は10年物円建スワップ金利と連動しています。（当該社債の発行日現在の金利1.858%）         

        

　2005年3月31日現在、1,474百万円（13,775千USドル）の有形固定資産を、合計で2,354百万円（22,005千USドル）の短期借入金および長期借入

金の担保として差し入れています。         

　日本の慣行では、銀行からの短期借入および長期借入は、銀行取引約定にもとづいて行われます。この取引約定にもとづき、貸し手である銀行からの要

請があれば、現在および将来の負債に対して担保差し入れおよび債務保証（あるいは状況に応じて追加の担保差入れおよび債務保証）が行われることに

なっています。さらに、返済期限が到来した債務もしくは債務不履行となった債務を、債務者の銀行預金と相殺する権利を銀行が有していることを規定して

います。        

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

¥ 1,474 

124,089 

125,563 

20,000 

20,000 

9,500 

— 

10,000 

— 

185,063 

(65,202)

¥ 119,860 

$      13,775 

1,159,713 

1,173,489 

186,915 

186,915 

88,785 

— 

93,457 

— 

1,729,563 

(609,373)

$ 1,120,190 

¥ 1,790

148,468

150,258

—

20,000

9,500

5,000

10,000

10,000

204,758

(58,103)

¥ 146,655

銀行、保険会社、政府機関からの借入金     
　（最長返済期限：2022年まで）     
　　　担保付     
　　　無担保     
     
無担保転換社債：     
　2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債、利率なし* 
円建て無担保普通社債：     
　2006年償還期限、利率3.15%の社債     
　2007年償還期限、利率2.65%の社債     
　2004年償還期限の変動金利**の社債     
　2005年償還期限、利率3.00%の社債     
　2004年償還期限、利率2.82%の社債     
 
控除：1年以内に償還期限の     
   到来する社債および1年以内に返済予定の長期借入金  

2006 
2007 
2008 
2009 
2010年以降 

3月31日に終了する会計年度 千US ドル 百万円 

¥ 65,202

57,350

30,263

28,462

3,783

¥ 185,063

$  609,373

535,985

282,838

266,007

35,358

$ 1,729,563
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当社および国内連結子会社は、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けています。一部の海外連結子会社でも確

定給付型および確定拠出型の退職金制度を設けています。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、2005年1月1日より、当社および一部の連結子会社は、これらの制度を変更しました。注記1（j）の「退職給付」を参照してください。 

当社および連結子会社のうち36社は、2005年1月1日に設立されたOKI企業年金基金に加入しています。 

 

退職給付制度の概要は以下のとおりです。 

7. 退職給付 

2005年および2004年3月31日現在の退職給付債務： 

2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度の退職給付費用の内訳： 

（1）当社および一部の国内連結子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成16年2月1日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受けました。その認可日において代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理を

しています。         

（2）一部の連結子会社は退職給付債務の算定において、会計基準の認める簡便法を採用しています。        

（1）上記の退職給付費用に加えて、2005年および2004年3月31日に終了した会計年度において、それぞれ1,947百万円（18,197千USドル）と3,369百

万円が割増退職一時金として支払われました。       

（2）厚生年金基金への従業員の拠出金額は、上記の退職給付費用から控除しています。       

（3）簡便法を採用している一部の連結子会社の退職給付費用は勤務費用に含まれています。       

（4）厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益については、2005年および2004年3月31日における退職給付債務に関する上記の表の注記（1）を参照し

てください。      

退職給付債務   
年金資産の公正価値   
未積立退職給付債務   
会計基準変更時差異の未処理額   
未認識数理計算上の差異   
未認識過去勤務債務   
連結貸借対照表計上額   
退職給付引当金  

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

$ (1,671,802)

690,164 

(981,637)

404,981 

367,863 

(141,000)

(349,793)

$     (349,793)

¥ (178,882)

73,847 

(105,035)

43,333 

39,361 

(15,087)

(37,427)

¥   (37,427)

¥ (176,776)

66,636

(110,140)

47,844

29,715

—

(32,580)

¥  (32,580)

勤務費用   
利息費用   
期待運用収益   
会計基準変更時差異の費用処理額   
数理計算上の差異の費用処理額   
過去勤務債務の費用処理額   
退職給付費用合計   
厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益  

2005
千US ドル 

2005 2003
百万円 

$ 52,199 

45,676 

(24,831)

42,167 

25,737 

(2,563)

$ 138,386 

$          — 

¥ 5,585 

4,887 

(2,657)

4,511 

2,753 

(274)

¥ 14,807 

¥        — 

¥ 8,877

8,682

(5,615)

6,425

5,440

(672)

¥ 23,138

¥        —

2004

¥ 7,881

8,069

(4,422)

5,968

6,771

(560)

¥ 23,707

¥ 8,282
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繰延税金資産の純額は以下のとおり連結貸借対照表に含まれています。   

その他の流動資産  
その他の資産  
その他の流動負債  
その他の負債 
繰延税金資産の純額  

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

$   99,259 

142,173 

(293) 

(43) 

$ 241,096 

¥ 10,620 

15,212 

(31)

(4)

¥ 25,797 

¥ 10,784

20,592

—

—

¥ 31,377

2005年および2004年3月31日現在の繰延税金資産（負債）の内訳は、以下のとおりです。    

8. 法人税等 

数理計算上の仮定： 

保険数理による原価計算法：   
割引率：   
期待運用収益率：   
過去勤務債務の償却期間：   
 

数理計算上の差異の償却期間：  

会計基準変更時差異の償却期間： 

2005 2004
予測単位積増方式 

2.10%

4.00%

2.80%

4.00%

14年（それらの債務が発生した時点における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から償却されます。）   

13～14年（それらの差異が発生した時点の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から償却されます。）   

15年。ただし適用初年度に一括費用処理をしている連結子会社を除きます。   

繰延税金資産：    
　　繰越欠損金    
　　賞与引当金超過    
　　退職給与引当金超過    
　　たな卸資産評価損否認    
　　その他    
繰延税金資産小計    
控除：評価性引当額    
繰延税金資産合計    
繰延税金負債：    
　　税法上の準備金（特別償却準備金）    
　　その他有価証券評価差額金    
　　その他    
繰延税金負債合計   
繰延税金資産の純額  

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

$ 207,905 

52,553 

139,085 

12,977 

67,035 

479,557 

(156,562)

322,994 

(176)

(81,117)

(604)

(81,898)

$ 241,096 

¥ 22,245 

5,623 

14,882 

1,388 

7,172 

51,312 

(16,752)

34,560 

(18)

(8,679)

(64)

(8,763)

¥ 25,797 

¥ 30,925

5,329

11,757

1,267

5,723

55,002

  (16,004)

38,997

(21)

(7,555)

(44)

(7,620)

¥ 31,377

3月31日に終了した年度 

16 フィナンシャルレポート 2005      Colors of Convergence



法定実効税率    
調整：    
　繰延税金資産に対する評価性引当額の増加    
　交際費等永久に損金に算入されない項目    
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目    
　当社の法定実行税率と海外連結子会社の税率差異    
　住民税均等割等    
　連結子会社の期首繰越欠損金    
　未実現損益に係る認識一時差異の限度超過    
　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正    
　その他    
実効税率 

2005 2003

41.0%

4.0 

2.9 

(1.0)

(2.5)

— 

— 

— 

— 

(6.3)

38.1%

42.0%

(55.4)

(13.4)

4.3 

— 

— 

(8.7)

(9.4)

(37.7)

(0.3)

(78.6)%

2004

42.0%

(38.2)

19.5 

— 

— 

6.7 

— 

— 

— 

6.3 

36.3%

　商法は、利益準備金および資本準備金の合計が資本金の25%に達す

るまで、利益処分として支払った金額の10%以上を利益準備金として積み

立てることを規定しています。         

　また、商法は、資本準備金および利益準備金の合計額が資本金の25%

を超過する場合、当該超過額は、株主総会決議によって処分の対象とする

ことができると規定しています。         

　利益準備金および資本準備金はともに、株主総会決議により欠損を填

補するために使用することができます。あるいは取締役会決議により資本

に組み入れることができます。商法に従い、当社は利益剰余金に含まれる

利益準備金を準備しています。         

　2004年6月には欠損を填補するために、資本準備金33,369百万円（311,860

千USドル）を取り崩しています。        

9. 資本の部 

2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度における有形固定資産の減価償却費は、以下のとおりです。 

10. 減価償却費 

2005
千US ドル 

2005 2003
百万円 

$ 238,778¥ 25,549 ¥ 29,958

2004
¥ 24,441

　当社および国内連結子会社の法人税等には、法人税、住民税および事業税が含まれており、2005年3月31日に終了した会計年度の法定実効税率は

41%、2004年および2003年の3月31日に終了した会計年度は約42%です。海外連結子会社の法人税等は、通常各法人の設立国で課される税率を基礎

として計上されます。       

　2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度の法定実効税率と実効税率（税金等調整前当期純損益に対する百分率）との差異の主

な内訳は以下のとおりです。      

　2003年5月26日の三陸南地震および2003年7月26日の宮城県北部を震源とする地震により、半導体生産子会社の宮城沖電気株式会社の生産ライ

ンが一時的に停止しました。2004年3月31日に終了した年度において、この地震に伴って発生した損害を認識しています。     

12. 災害損失 

2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度における研究開発費は、以下のとおりです。        

11. 研究開発費 

2005
千US ドル 

2005 2003
百万円 

$ 205,493¥ 21,987 ¥ 15,217

2004
¥ 16,117
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契約期間が1年超で解約不能のオペレーティングリース契約の対象資産にかかる2005年3月31日現在の未経過リース料は以下のとおりです。        

千US ドル 百万円 3月31日に終了する会計年度   
2006年   
2007年以降 

¥ 2,751

2,936

¥ 5,688

$ 25,713

27,446

$ 53,159

償却額は、リース対象資産のリース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法により計算しています。 

会計上賃貸処理されるファイナンスリースの対象となる資産の未経過リース料は以下のとおりです。 

3月31日に終了する会計年度   
2006年   
2007年以降 

¥ 2,361

4,881

¥ 7,242

$ 22,067

45,622

$ 67,690

千US ドル 百万円 

機械装置・工具器具備品  
その他  
控除：減価償却累計額  

2005
千US ドル 

2005 2004
百万円 

$ 111,504

2,971

46,786

$   67,690

¥ 11,930

317

5,006

¥   7,242

¥ 12,140

133

5,727

¥ 6,546

14. デリバティブとヘッジ取引 

　沖電気グループは、営業債権および債務から生じる外国為替の変動リ

スクを回避するため、包括的な為替予約取引および通貨スワップ取引を

利用しています。また、変動金利の短期借入金および長期借入金につ

いて将来の金利の変動リスクを回避し金融費用の平準化を図る目的で

金利スワップ取引を利用しています。取り組み方針としては、市場価格の

変動が大きい投機目的のデリバティブ取引は利用していません。また、信

用度の高い金融機関を取引相手としているため、取引相手方の取引不

履行による信用リスクはほとんどないと判断しています。沖電気グループ

は、デリバティブ取引についての内部方針を有しており、取引管理者の

義務、取引の管理体制および報告体制を規定しています。デリバティブ

取引は、業務手続と取引限度額を監視する内部統制制度を有する財務

部門において日々の管理が行われており、経理部門において、金融機関

に対する取引内容の確認が行われます。 

15. リース取引 

　会計上賃貸借処理されるファイナンスリースに関わる支払リース料は、2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度において、それぞれ、

2,415百万円（22,575千USドル）、3,242百万円および2,970百万円です。         

　会計上賃貸借処理されるファイナンスリースの対象になる資産の内容は、以下のとおりです。  

13. 事業再編損 

特別退職金   
事業再編に伴うたな卸資産評価損等 

2005年3月31日に終了した会計年度における、当社ならびに国内、北米および欧州の一部連結子会社の事業再編に伴って発生した事業再編損は、以下

のとおりです。 

2005
千US ドル 

2005 2003
百万円 

$ 22,086

—

¥ 2,363

—

¥ 5,657

463

2004
¥ 3,369

4,339
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当期純利益（損失）：  
　　基本  
　　希薄化後 

純資産額 

2005
US ドル 

2005 2004
円 

$ 1.90¥ 204.11 ¥ 180.66

2005年3月31日現在、当社および連結子会社の偶発債務は以下のとおりです。 

16. 偶発債務 

　1株当たり当期純利益に関する会計基準に従い、1株当たり当期純利益（損失）は、各年度の普通株式に係る当期純利益（損失）と普通株式の発行

済株式数（自己株式控除後）の加重平均をもとに算出しています。また、希薄化後1株当たり当期純利益（損失）は各年度の当期純利益（損失）と普通株

式の発行済株式数（自己株式控除後）の加重平均に転換社債の普通株式への潜在的転換を加味した株式数をもとに算出しています。         

　1株当たり当期純資産は各会計年度末の普通株式の発行済株式数（自己株式控除後）をもとに算出しています。        

2003年3月31日に終了した会計年度における希薄化後利益（損失）を記載していないのは、当期純損失が計上されたためです。        

17. 1株当たり情報 

2005
US ドル 

2005 2003
円 

$ 0.17

0.16
¥18.27

17.87

¥ (10.72)

—

2004

¥ 2.17

2.17

受取手形割引高および受取手形裏書譲渡高     
債務保証：     
　　非連結子会社および関連会社に対するもの     
　　その他 

¥ 149

1,656

2,681

¥ 4,487

$ 1,396

15,477

25,062

$ 41,935

千US ドル 百万円 
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19. セグメント情報 

沖電気グループは事業区分を、「情報」、「通信」、「電子デバイス」および「その他」としています。       

2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度の事業セグメント情報は以下のとおりです。 

3月31日に終了した年度   

   
外部顧客に対する売上高   
セグメント間の内部売上高または振替高 
売上高合計   
営業費用   
営業利益   
資産   
減価償却費   
資本的支出 

2005
百万円 

¥ 335,805

9,020

344,825

330,573

¥   14,252

¥ 222,276

¥   11,561

¥   11,680

¥ 135,253

7,108

142,362

134,464

¥     7,897

¥   91,038

¥     2,519

¥     4,164

¥ 150,721

5,595

156,316

144,301

¥   12,014

¥ 150,662

¥   16,758

¥   23,027

¥  66,761

34,585

101,347

97,384

¥    3,963

¥  66,496

¥    1,478

¥    1,791

合計 

¥ 688,542

56,310

744,852

706,724

¥   38,128

¥ 530,473

¥   32,317

¥   40,663

¥          — 

(56,310)

(56,310)

(45,402)

¥ (10,908)

¥   77,541 

¥     1,927 

¥     3,886 

¥ 688,542

—

688,542

661,322

¥   27,220

¥ 608,015

¥   34,245

¥   44,550

3月31日に終了した年度   

   
外部顧客に対する売上高   
セグメント間の内部売上高または振替高 
売上高合計   
営業費用   
営業利益   
資産   
減価償却費   
資本的支出 

2004
百万円 

¥ 360,308

11,722

372,031

347,999

¥ 24,031

¥ 218,867

¥ 12,530

¥ 11,614

¥ 104,591

8,848

113,440

110,053

¥ 3,386

¥ 93,406

¥ 2,938

¥ 2,514

¥ 132,151

5,954

138,106

135,758

¥ 2,348

¥ 145,142

¥ 15,222

¥ 16,191

¥ 57,163

32,438

89,601

86,811

¥ 2,789

¥ 59,313

¥ 9

¥ —

¥ 654,214

58,963

713,178

680,623

¥ 32,555

¥ 516,730

¥ 30,700

¥ 30,320

¥        —

(58,963)

(58,963)

(48,014)

¥ (10,949)

¥  92,830

¥  2,876

¥  2,997

¥ 654,214

—

654,214

632,608

¥ 21,606

¥ 609,560

¥ 33,577

¥ 33,318

その他 通信 情報 電子デバイス 連結 消去または全社 

合計 その他 通信 情報 電子デバイス 連結 消去または全社 

　2005年6月29日開催の定時株主総会において、商法および当社定款第12条に従い、取締役、執行役員、執行に参画する一部の幹部社員、および一

部の子会社取締役に442,000株を上限とした普通株を購入する選択権を付与するストックオプションが承認されました。    

　ストックオプションの行使価額については、東京証券取引所における付与日前1ヶ月間の終値の平均価格と付与日前日の終値との高い方の価額に1.05

を乗じたものが適用されます。    

　株式分割、株式併合、市場価格より低額での株式新規発行が行われた場合には、規定された計算式にて行使価格が補正されることになります。    

　ストックオプションの行使期間は、2007年7月1日から2015年6月28日までです。   

2005年3月31日現在における、商法の規定に基づくストックオプションに関する内容は以下のとおりです。   

18. ストックオプションの概要 

株主による議決の日付 

付与対象者 

付与された権利の目的と
なる株式の種類 

付与された権利の目的と
なる株式の数 

権利行使価格 

権利行使期間 

2000年6月29日 

取締役11名、 
執行役員14名 

普通株式 
 

普通株式 
 

普通株式 
 

普通株式 
 

341,000株 
 

866円 

2002年7月1日～ 
2005年6月30日 

2001年6月28日 

取締役11名、 
執行役員14名 

334,000株 
 

613円 

2003年7月1日～ 
2006年6月30日 

2002年6月27日 

取締役9名、 
執行役員14名 

189,000株 

271円 

2004年7月1日～ 
2007年6月30日 

2003年6月27日 

取締役8名、 
執行役員15名、 
執行に参画する幹部社
員12名 

815,000株 

384円 

2005年7月1日～ 
2013年6月26日 

普通株式 
 

2004年6月29日 

取締役9名、執行役員13
名執行に参画する幹部
社員10名および子会社
取締役4名 

452,000株 

458円 

2006年7月1日～ 
2014年6月28日 
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3月31日に終了した年度   

   
外部顧客に対する売上高   
セグメント間の内部売上高または振替高 
売上高合計   
営業費用   
営業利益（損失）   
資産   
減価償却費   
資本的支出 

2003
百万円 

¥ 330,383

11,468

341,851

322,011

¥ 19,840

¥ 251,376

¥ 14,173

¥ 9,831

¥ 85,717

9,200

94,918

103,109

¥   (8,191)

¥ 94,244

¥ 4,242

¥ 1,376

¥ 119,224

5,579

124,803

125,763

¥ (960)

¥ 147,220

¥ 17,795

¥ 14,330

¥ 50,147

33,204

83,352

82,333

¥ 1,018

¥ 59,796

¥ 1,556

¥ 809

¥ 585,473

59,453

644,926

633,218

¥ 11,707

¥ 552,638

¥ 37,769

¥ 26,347

¥        —

(59,453)

(59,453)

(49,113)

¥(10,339)

¥  70,252

¥  2,158

¥  159

¥ 585,473

—

585,473

584,104

¥ 1,368

¥ 622,891

¥ 39,927

¥ 26,507

（1）事業区分は製品・サービスの種類および販売方法等の類似性を考慮して区分しています。         

（2）営業費用のうち、「消去または全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度にお

いてそれぞれ、10,921百万円（102,067千USドル）、11,019百万円、10,266百万円であり、 その主なものは、当社の一般管理部門にかかる費用およ

び共通的な研究開発費です。         

（3）資産のうち、「消去または全社」の項目に含めた資産の金額は、2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度においてそれぞれ、

162,189百万円（1,515,785千USドル）、163,503百万円、150,535百万円であり、その主なものは、当社の余資運用資金、長期投資資金および一般

管理部門にかかる資産です。         

（4）減価償却費および資本的支出には、長期前払費用の償却費およびその増加額が含まれています。 

 

3月31日に終了した年度   

   
外部顧客に対する売上高   
セグメント間の内部売上高または振替高 
売上高合計   
営業費用   
営業利益   
資産   
減価償却費   
資本的支出 

2005
千US ドル 

$ 3,138,372

84,299

3,222,671

3,089,469

$    133,201

$ 2,077,350

$    108,051

$    109,162

$ 1,264,049

66,438

1,330,488

1,256,680

$      73,807

$    850,826

$      23,546

$      38,923

$1,408,613

52,293

1,460,906

1,348,616

$    112,289

$ 1,408,058

$    156,622

$    215,208

$  623,941

323,230

947,171

910,133

$   37,038

$ 621,461

$   13,814

$   16,739

$ 6,434,975

526,261

6,961,237

6,604,900

$    356,337

$ 4,957,696

$    302,034

$    380,034

$            — 

(526,261)

(526,261)

(424,317)

$ (101,943)

$   724,687 

$     18,015 

$     36,324 

$ 6,434,975

—

6,434,975

6,180,582

$    254,393

$ 5,682,384

$    320,049

$    416,358

合計 その他 通信 情報 電子デバイス 連結 消去または全社 

合計 その他 通信 情報 電子デバイス 連結 消去または全社 
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20. 後発事象 

　2005年3月31日に終了した年度の連結財務諸表に反映されていない内容として、2005年6月29日開催の定時株主総会において、当社の利益処分案

が以下の通り決議されました。   

2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度の当社および連結子会社の地域別セグメント情報は以下のとおりです。       

配当金（1株あたり3円＝0.02ドル） 

千US ドル 百万円 

$ 17,148 ¥ 1,834

3月31日に終了した年度  

  
外部顧客に対する売上高 
地域間売上高 
売上高合計 
営業費用 
営業利益  
資産 

2005
百万円 

¥ 513,981

128,151

642,133

617,037

¥   25,095

¥ 628,705

¥ 58,445

431

58,876

57,951

¥      924

¥ 24,579

¥ 79,517

2,228

81,746

80,870

¥      875

¥ 50,886

¥  36,597

80,236

116,833

114,410

¥    2,423

¥  33,803

¥ 688,542

211,048

899,590

870,271

¥   29,319

¥ 737,975

¥          — 

(211,048)

(211,048)

(208,948)

¥    (2,099)

¥(129,960)

¥ 688,542

—

688,542

661,322

¥   27,220

¥ 608,015

日本 北米 欧州 その他 合計 消去 連結 

3月31日に終了した年度  

  
外部顧客に対する売上高 
地域間売上高 
売上高合計 
営業費用 
営業利益（損失）  
資産 

2004
百万円 

¥ 494,786

113,315

608,102

590,124

¥ 17,977

¥ 631,260

¥ 53,025

470

53,496

52,243

¥ 1,252

¥ 23,685

¥ 72,564

3,953

76,518

74,233

¥ 2,285

¥ 39,863

¥ 33,837

73,065

106,902

107,214

 ¥     (311)

¥ 33,753

¥ 654,214

190,805

845,020

823,815

¥ 21,204

¥ 728,563

¥           —

(190,805)

(190,805)

(191,207)

¥         401

¥ (119,002)

¥ 654,214

—

654,214

632,608

¥ 21,606

¥ 609,560

3月31日に終了した年度  

  
外部顧客に対する売上高 
地域間売上高 
売上高合計 
営業費用 
営業利益（損失）  
資産 

2003
百万円 

¥ 447,583

98,901

546,484

547,465

¥       (980)

¥ 648,147

¥ 52,942

1,610

54,552

55,004

¥     (451)

¥ 26,022

¥ 60,982

2,340

63,323

60,889

¥ 2,434

¥ 37,664

¥ 23,964

72,901

96,866

96,788

¥ 77

¥ 37,321

¥ 585,473

175,753

761,226

760,148

¥ 1,078

¥ 749,155

¥           —

(175,753)

(175,753)

(176,043)

¥         289

¥ (126,264)

¥ 585,473

—

585,473

584,104

¥ 1,368

¥ 622,891

日本 北米 欧州 その他 合計 消去 連結 

日本 北米 欧州 その他 合計 消去 連結 

　2005年、2004年および2003年3月31日に終了した会計年度の海外売上高（当社および国内連結子会社の輸出売上高と海外連結子会社の日本向

け輸出売上高を除いた売上高）はそれぞれ203,023百万円（1,897,419千USドル）、189,840百万円、157,856百万円であり、連結売上高に占める割合は

それぞれ29.5%、29.0%、27.0%です。       

3月31日に終了した年度  

  
外部顧客に対する売上高 
地域間売上高 
売上高合計 
営業費用 
営業利益  
資産 

2005
千US ドル 

$ 4,803,569

1,197,679

6,001,248

5,766,709

$    234,538

$ 5,875,752

$ 546,217

4,030

550,248

541,606

$     8,641

$ 229,718

$ 743,158

20,831

763,989

755,803

$     8,185

$ 475,577

$   342,030

749,871

1,091,901

1,069,255

$     22,646

$   315,923

$ 6,434,975

1,972,412

8,407,388

8,133,375

$    274,012

$ 6,896,971

$              — 

(1,972,412)

(1,972,412)

(1,952,792)

$     (19,619)

$(1,214,587)

$ 6,434,975

—

6,434,975

6,180,582

$    254,393

$ 5,682,384

日本 北米 欧州 その他 合計 消去 連結 
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